
（平成２３年８月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 22 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 16 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 36 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 29 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4383 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年１月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年１月から同年９月まで 

申立期間については、Ａ会の担当者から国民年金保険料を遡って納付

できることを聞き、納付できる分は全て納付した記憶がある。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人はＡ会の担当者から国民年金保険料を遡って

納付できることを聞き、納付できる分は全て納付した記憶があるとしてい

るところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、平成３年 12 月頃に払い出されたと推認され、そ

の時点では、申立期間は遡って保険料を納付することが可能な期間である。 

   また、オンライン記録によると、申立人は申立期間直前の平成元年 12

月の保険料を４年１月 28 日に遡って納付し、かつ、申立期間直後の２年

10 月及び同年 11 月の保険料も４年８月 28 日に遡って納付しており、申

立人が申立期間の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立人は申立期間以降に未納期間は無く、申立人が９か月と短

期間の申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4386 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年 12 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年 12 月 

    私は、厚生年金保険から国民年金への切替えのため、昭和 50 年 12 月

にＡ市役所で加入手続を行い、その時に１か月分の国民年金保険料を

納付した。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年 12 月に厚生年金保険からの切替えの手続をＡ市役

所で行い、その時に１か月分の国民年金保険料を納付したとしているとこ

ろ、Ａ市役所では申立期間当時、国民年金への切替え時に保険料を現金で

徴収していたこともあったとしており、申立人の申立内容は、当時の取扱

いと符合する。 

また、申立人の夫は、未納は無い上、申立人についても結婚を契機に国

民年金に加入してからは申立期間を除き保険料の未納が無いことから、申

立人の納付意識は高かったと考えられ、厚生年金保険からの切替え直後の

１か月分のみ納付しなかったとは考え難く、ほかに保険料を納付できなか

った特段の事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4389 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成３年４月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年４月から同年 12 月まで 

             ② 平成４年１月から同年３月まで 

    私は、ねんきん特別便で未納期間及び重複期間のあることを知った。

私の父が、国民年金の加入手続を行い、申立期間①及び②の国民年金保

険料を納付してくれたが、申立期間②の保険料については、私も納付し

た記憶があり、私と父が保険料を重複して納付したと思う。申立期間①

は未納になっていることに、申立期間②の保険料は重複して保険料を納

付したので還付されていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、その父が国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれたと主張しているところ、申立人の国民

年金手帳記号番号は、平成４年６月から同年７月の間に払い出されたと

推認され、その時点では、申立期間は過年度納付により保険料を納付す

ることができる期間である。 

    また、平成６年１月 21 日に４年１月から同年３月までの国民年金保

険料を過年度納付していることから、国民年金の加入手続を行った時点

で申立期間の保険料を過年度納付した可能性を否定できない上、９か月

と短期間である申立期間の保険料納付ができなかった特段の事情が見当

たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、当初国民年金の加入手続や国民年金

保険料の納付はその父が行ったため保険料の納付場所や納付書の形式な



                      

  

どを把握していないとしていたものを、申立期間②の保険料は、その父

の納付とは別に後日申立人が過年度納付したとの申述に変更した。この

ことから、申立人は、申立期間②の保険料を重複して納付したため保険

料の還付を主張しているが、申立期間②の保険料の納付時期、納付場所

及び納付書の送達場所などについて記憶が明確でないとするなど、保険

料の納付状況が不明である。 

    また、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4390 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月から 61 年３月まで 

私は、結婚後にＡ町役場の人から将来年金の受給額が低くなると言わ

れ、昭和 54 年４月＊日に国民年金への任意加入手続を行い、申立期間

についてはＢ町役場（現在は、Ｃ市役所Ｂ支所）で保険料を納付してき

た。申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、結婚後の昭和 54 年４月＊日にＡ町役場

で任意加入手続を行った後、申立期間についてはＢ町役場において国民年

金保険料を納付したとしているところ、申立人の任意加入資格は 54 年４

月＊日に取得してから 61 年４月に第３号被保険者資格を取得するまで資

格を喪失しておらず、申立期間は保険料を納付できる期間である。 

また、申立期間の直前は納付済みとなっている上、申立人が 12 か月と

短期間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たら

ない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4391 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成６年４月から７年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年５月から平成３年３月まで 

             ② 平成６年４月から７年３月まで 

申立期間①について、私の父が私の国民年金への加入手続を行い、20

歳に遡って国民年金保険料を納付したと聞いている。納付記録は平成３

年４月からあるが、同年は私がＡに勤務し始めた年であり、その年に国

民年金に加入するのは不自然である。 

申立期間②について、父はＢ町役場で私の国民年金保険料を納付して

いたが、保険料は前納の方が得と聞いて保険料を前納していたはずであ

る。 

申立期間①は未加入期間、申立期間②は未納期間となっており、申立

期間①及び②が納付済みとなっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、申立人の国民年金保険料をＢ町役場

においてその父が前納したとしている。これについて、申立人は申立期

間②の前後を含め、全ての加入期間の国民年金保険料が納付済みとなっ

ている上、申立人が 12 か月と比較的短期間である申立期間②の国民年

金保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、その父が申立人の国民年金への加入

手続を行い、20 歳に遡って国民年金保険料を納付したと聞いていると

している。 

  しかしながら、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付し



                      

  

たとするその父は既に他界しているため証言が得られず、これらの状況

が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から平成４年 12 月頃に払い出されたと推認され、また、

Ｂ町役場保管の申立人の国民年金被保険者名簿は、申立人が国民年金第

１号被保険者の資格を取得したのは、オンライン記録と同じく平成３年

４月１日と記録され、申立期間①は未加入期間であり、制度上保険料を

納付できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等

により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成６年４月から７年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4393 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年９月から 46 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年９月から 42 年３月まで 

             ② 昭和 42 年４月から 43 年３月まで 

             ③ 昭和 43 年４月から 46 年２月まで 

   私は、20 歳になった昭和 38 年頃、夫に国民年金の加入手続をしても

らい、保険料の納付をしてもらった。また、申立期間①及び③における

保険料の未納及び申立期間②の免除分については、45 年８月にＡ市内

で住所地へ引っ越しをした以降に、夫が農協等の金融機関でまとめて払

ってくれた記憶がある。 

それにもかかわらず、申立期間①、②及び③の国民年金保険料が納付

されたことになっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が国民年金の加入手続を行い、未納となっていた申立

期間①及び③の保険料及び免除となっていた申立期間②の保険料を、その

夫が昭和 45 年８月以降に金融機関でまとめて納付又は追納したとしてい

るところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、Ａ市において、46 年３月頃に払い出されたと推

認される手帳記号番号のほかに、40 年２月頃、別の手帳記号番号が払い

出されており、婚姻した頃の 38 年４月から納付済みとなっていることか

ら、申立人の主張は信頼できる。 

   また、申立人は、昭和 46 年３月頃、Ａ市において、新たに国民年金の

加入手続を行っていることから、当該時点において、申立人は保険料を納

付する意思を有していたものと認められる上、第１回特例納付が行われて



                      

  

いた時期でもあり、申立期間①及び③は特例納付が可能であること、及び

申立期間②は免除から 10 年を経過しておらず、追納が可能であることか

ら、申立人の主張に不合理な点は見当たらない。 

 さらに、申立人は、Ａ市役所の担当者から未納期間の保険料を納付する

よう促され、数回、一括で納付したと述べているところ、昭和 49 年１月

に 46 年８月から同年９月までの国民年金保険料を第２回特例納付してお

り、その時点でも、申立期間①及び③については第２回特例納付が可能な

期間であり、申立期間②においても追納が可能である。 

加えて、申立人は、申立期間①及び②について、申立人が一緒に保険料

を納付していたとするその夫は、同期間について納付済みとなっている。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①、②

及び③の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6013 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、当該期間のうち昭

和 59 年５月から同年９月までを 16 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 56 年 12 月１日から 57 年８月 21 日まで 

           ② 昭和 57 年 10 月１日から平成２年４月１日まで 

             ③ 平成２年５月７日から６年３月 16 日まで 

    申立期間①はＡ所、申立期間②は株式会社Ｂ、申立期間③は株式会社

Ｃに勤務していたが、標準報酬月額の記録が給与明細書の支給額より低

いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定し又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②の申立人の標準報酬月額については、申立人

提出の給料支払明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額か

ら、当該期間のうち昭和 59 年５月から同年９月までは、16 万円に訂正

することが必要と認められる。 

なお、申立期間のうち、今回訂正をする期間に係る厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）の事業主に



                      

  

よる納付義務の履行については、事業主は、関連資料は保存しておらず

不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間②のうち、昭和 59 年５月から同年９月までを除く期

間については給料支払明細書、及び申立期間③については賃金計算書に

おいて確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額がオ

ンライン記録上の標準報酬月額を上回っているとは認められないことか

ら、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わな

い。 

 

  ２ 申立期間①については、Ａ所提出の「健康保険厚生年金保険被保険者

資格取得確認通知書及び標準報酬月額決定通知書」に記載の申立人の昭

和 56 年 12 月１日の資格取得時の標準報酬月額は 10 万 4,000 円で、オ

ンライン記録と一致している。 

また、Ａ所は、申立人の申立てに係る関連資料は保存しておらず、申

立人の給与支給額及び保険料控除額は不明としており、同僚からも申立

期間①に係る申立人の給与支給額及び保険料控除額について具体的な供

述を得られない。 

さらに、申立期間①の給与支給額及び保険料控除額の分かる給与明細

書は無い。 

このほか、申立人の申立期間①について、申立人の主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6017 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立期間②について、申立人が主張する標準報酬月額を 34

万円とする旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる

ことから、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額の記録を 34 万円に訂

正することが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 10 月１日から 47 年８月１日まで 

② 昭和 60 年 10 月１日から 61 年 10 月１日まで 

Ａ株式会社の従業員として勤務していた期間のうち、昭和 46 年 10 月

から 47 年７月までの標準報酬月額の記録がそれ以前の期間の標準報酬

月額の記録より下がっているが、当時給与が下がった記憶が無く、この

記録には納得できない。 

また、昭和 60 年 10 月から 61 年９月までの標準報酬月額の記録が 24

万円となっているが、給与明細書における厚生年金保険料控除額は、標

準報酬月額 34 万円相当額となっている。標準報酬月額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立人が提出した給与明細書により、申立人は申立期間②において、

標準報酬月額 34 万円に見合う厚生年金保険料を給与から控除されてい

ることが確認できる。 

また、事業主は申立人の申立てどおりの標準報酬月額の届出を行った

と回答しているところ、事業主の提出した昭和 60 年 10 月１日の厚生年

金基金加入員給与月額算定基礎届により、事業主がＢ基金（平成 16 年

４月１日代行返上後、Ｃ基金）に対し、標準報酬月額を 34 万円とする

届出を行ったことが確認できる。 

さらに、Ｃ基金は、「厚生年金基金加入員給与月額算定基礎届は複写

式の様式を使用しており、基金に提出したものと同一内容の書類が社会



                      

  

保険事務所にも提出されていたと思われる。」と回答している上、Ｂ基

金に係る加入員台帳において、申立期間②に係る標準報酬月額の記録が

34 万円から 24 万円へ修正されているが、同基金に係る厚生年金基金届

出事項訂正・変更通知書（記録整備用）により、修正された日付は平成

15 年９月８日であることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

事業主は、申立人の申立期間②に係る健康保険厚生年金保険月額算定基

礎届において標準報酬月額を 34 万円とする旨の届出を社会保険事務所

に行ったことが認められることから、申立人の申立期間②に係る標準報

酬月額の記録を 34 万円とすることが妥当である。 

 

２ 申立人は申立期間①について、給与が下がった記憶が無いにもかかわ

らず、標準報酬月額が６万 4,000 円から５万 6,000 円に減額されている

ことは納得できないと主張している。 

しかしながら、事業主は、「申立期間①における標準報酬月額を５万

6,000 円とする届出を社会保険事務所へ行った。」と回答しているとこ

ろ、事業主の保管する厚生年金基金加入員給与月額算定基礎届により、

事業主がＢ基金に対し昭和 46 年８月１日に標準報酬月額を５万 6,000

円とする届出を行ったことが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6018 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を、平成８年 10 月から９年９月までは 38 万円、同年

10 月から 10 年６月までは 44 万円、同年７月から同年９月までは 34 万円

に訂正することが必要である。 

また、申立人の上記訂正後の標準報酬月額の記録については、当該期間

のうち、平成 10 年７月から同年９月までは 44 万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 10 月１日から 10 年 10 月 26 日まで 

    ねんきん定期便を確認したところ、平成８年 10 月１日から 10 年 10

月 26 日までの 25 か月についての標準報酬月額が９万 2,000 円と記録

されており、標準報酬月額が給与の額に見合っていない。保存してい

る給与明細書を提出するので、調査の上、当該期間の標準報酬月額の

記録を給与の額に見合うように訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間について、申立人から提出された給与支給明細書により、平

成８年 10 月から９年９月までの期間については 38 万円、同年 10 月か

ら 10 年９月までの期間については 44 万円の標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料が事業主より給与から控除されていたことが認められる。 

また、オンライン記録によると、当初、申立人の標準報酬月額は平成

８年 10 月から９年９月までの期間については 38 万円、同年 10 月から

10 年６月までの期間については 44 万円、同年７月から同年９月までの



                      

  

期間については 34 万円と記録されていたところ、当該事業所が厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなった 10 年 10 月 26 日の後の同年 11

月 11 日付けで、８年 10 月１日まで遡って標準報酬月額が９万 2,000 円

に引き下げられていることが確認できる。 

さらに、商業登記簿によると、申立人は取締役の立場になく、当該標

準報酬月額の訂正に関与する立場になかったことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような

処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録が有効なものとは

認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業

主が社会保険事務所に当初届け出た平成８年 10 月から９年９月までの

期間については 38 万円、同年 10 月から 10 年６月までの期間について

は 44 万円、同年７月から同年９月までの期間については 34 万円に訂正

することが必要と認められる。 

 

２ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 10 年７月から同年９月までの期

間に係る標準報酬月額については、申立人から提出された給与支給明細

書から、44 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は死亡しているため回答は得られないが、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、当該標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成９年５月から同年９月までの期間につい

ては、給与支給明細書に記載された報酬月額（44 万円）は、オンライ

ン記録により確認できる標準報酬月額（38 万円）を超えているものの、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額に見合う標準

報酬月額（38 万円）は、オンライン記録により確認できる標準報酬月

額（38 万円）と同額であることから、特例法による保険給付の対象に



                      

  

当たらないため、あっせんは行わない。 

また、平成９年 10 月から 10 年６月までの期間については、給与支給

明細書に記載された報酬月額（44 万円）及び事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額（44 万

円）は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額（44 万円）と

同額であることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6019 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年４月 13 日から同年７月１日まで 

           ② 昭和 30 年 12 月７日から 33 年２月 11 日まで 

  現在、Ａ株式会社及びＢ株式会社Ｃ工場での厚生年金保険被保険者期

間は脱退手当金を受け取ったという記録になっている。しかし、私は脱

退手当金を受け取った記憶が無いので申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間後の被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、こ

れを失念するとは考え難い上、未請求となっている被保険者期間（Ｂ株式

会社Ｃ工場）と申立期間①及び②の被保険者期間（Ａ株式会社及びＢ株式

会社Ｃ工場）は同一番号で管理されている上、未請求期間は申立期間②と

同一事業所であるにもかかわらず、支給されていない期間として存在する

ことは事務処理上不自然である。 

   また、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約 11 か月半後の昭和 34 年１月 23 日に支給決定されたこ

ととなっており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難

い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6020 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間②及び③に係る脱退手当金を受給していないものと

認められることから、両申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月１日から 40 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 42年 10月 12日から 44年６月 16日まで 

             ③ 昭和 45 年２月 16 日から同年９月 29 日まで 

    平成 22 年９月頃、脱退手当金受給の有無の確認についてのはがきが

届き、脱退手当金を受け取った覚えが無いので、申立てをした。申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間②及び③について、脱退手当金を支給する場合、本来、過去

の全ての厚生年金保険被保険者期間をその計算の基礎とするものである

ところ、申立期間③より前の２回の被保険者期間についてはその計算の

基礎とされておらず、未請求となっているが、これを失念するとは考え

難い上、未請求となっている被保険者期間と申立期間②及び③の被保険

者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、支給されていない

期間として存在することは事務処理上不自然である。 

   また、申立期間②及び③の脱退手当金は、申立期間③に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約３年１か月後の昭和 48 年 10 月 19 日に

支給決定されたこととなっており、事業主が申立人の委任を受けて代理

請求したとは考え難い。 

さらに、申立人は当該脱退手当金が支給決定されたこととなっている

時期には、既に国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、申立

人が当時脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、



                      

  

申立期間②及び③に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

２ 申立期間①について、申立人が勤務していた事業所別被保険者名簿に

は、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているととも

に、申立期間①の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

①に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 41 年

２月２日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

   また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申

立期間①の後の被保険者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受

給したために番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立

人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給

していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはでき

ない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき申立人の申立期間の標準賞与額の記録については

22 万 8,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年７月 20 日 

          Ａ所から平成 19 年７月 20 日に支給された賞与について、社会保険事

務所（当時）に対する届出が遅れたことから、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているが、このときの賞与から保険料が控除されてい

るので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ所及び申立人から提出された給与支払明細書により、申立人は、申立

期間に係る標準賞与額（22 万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていることが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年

３月 28 日に、事業主が申立人の申立期間に係る賞与支払届を提出してお

り、申立期間に係る賞与支払届が漏れていたことを認めていることから、

社会保険事務所は、当該期間の標準賞与額に見合う保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき申立人の申立期間の標準賞与額の記録については

33 万 6,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年７月 20 日 

          Ａ所から平成 19 年７月 20 日に支給された賞与について、社会保険事

務所（当時）に対する届出が遅れたことから、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているが、このときの賞与から保険料が控除されてい

るので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ所及び申立人から提出された給与支払明細書により、申立人は、申立

期間に係る標準賞与額（33 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていることが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年

３月 28 日に、事業主が申立人の申立期間に係る賞与支払届を提出してお

り、申立期間に係る賞与支払届が漏れていたことを認めていることから、

社会保険事務所は当該期間の標準賞与額に見合う保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6028 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の、申立期間①から④までに支給された賞与に係る標準賞与額

の記録については、申立期間①は３万円、申立期間②は 11 万 5,000 円、

申立期間③は 18 万 5,000 円そして申立期間④は 26 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

２ 申立人の申立期間⑤に係る標準報酬月額については 24 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 12 日 

② 平成 15 年 12 月６日 

③ 平成 16 年７月 10 日 

④ 平成 19 年 12 月８日 

⑤ 平成 16 年６月１日から同年９月１日まで 

    申立期間①から④までについては、株式会社Ａから賞与を支給され、

厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、記録が反映されてい

ないため標準賞与額として認めてほしい。また、申立期間⑤については、

オンライン記録の標準報酬月額に見合う保険料よりも高額の厚生年金保

険料が控除されているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３  委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立てに係る賞与の標準賞与額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法



                      

  

律（以下「特例法」という。）に基づき、標準賞与額を決定し記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る保険料額及び賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であるこ

とから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

申立期間①から④までについては、申立人から提出を受けた給与支給

明細書から、申立てに係る賞与において厚生年金保険料を控除されてい

ることが確認でき、当該保険料額に相応する標準賞与額は、申立期間①

は３万円、申立期間②は 11 万 5,000 円、申立期間③は 18 万 5,000 円そ

して申立期間④は 26 万円であることが確認できる。 

以上のことから、申立人の申立てに係る標準賞与額については、申立

期間①は３万円、申立期間②は 11 万 5,000 円、申立期間③は 18 万

5,000 円そして申立期間④は 26 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う賞与額

に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったと

は認められない。 

 

２ 申立人は、申立期間⑤の標準報酬月額の相違について申し立てている

が、特例法に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除したと認められる保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することに

なる。 

 したがって、申立人から提出された給与明細書より確認できる報酬月

額又は保険料控除額から、申立期間⑤の標準報酬月額を 24 万円に訂正

することが妥当である。 

なお、申立人の申立期間⑤に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は不明との回答をしているが、これを確

認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬



                      

  

月額の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを

確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6029 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 20 年３月 12 日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認めら

れ、かつ、申立人の株式会社ＡのＢ工場における厚生年金保険被保険者の

資格喪失日は、同年６月 10 日であったと認められることから、申立人に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、50 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20 年３月 12 日から同年６月 10 日まで 

昭和 20 年３月 12 日から同年６月９日まで、株式会社ＡのＢ工場で勤

務していたにもかかわらず、当該期間の厚生年金保険の記録が確認でき

ないので、厚生年金保険の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社ＡのＢ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人と同姓同名で生年月日も一致する基礎年金番号に統合されていない

被保険者記録（資格取得日は昭和 20 年３月 12 日、資格喪失日は未記載）

の記載が確認できる上、同記録について昭和 20 年９月 29 日以降に書き換

えた同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿においても記録の記載が確

認できる。 

また、株式会社Ａは「申立人について、昭和 20 年３月 12 日から当社に

勤務していた。」と回答している上、年金事務所は、申立人の未統合の記

録について、「退職日（資格喪失日）が不明のため基礎年金番号に統合で

きないが、当該記録は申立人の記録として判明している。」旨の回答をし

ていることから、当該未統合記録は、申立人の記録と判断できる。 



                      

  

一方、当該未統合記録は厚生年金保険の被保険者資格喪失日が記載され

ていないものの、申立人は、同年６月９日まで勤務した旨及び同年６月９

日前後の出来事についての詳細を具体的に供述しており、その供述内容に

ついて、当時の同工場における状況と一致していることから、資格喪失日

に係る供述については、具体性があり、信 憑
ぴょう

性が高いと認められるため、

同年６月９日まで同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間における継続勤務及び

事業主による厚生年金保険料の控除が推認できること、一方でその推認を

妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を総合して考慮すると、

事業主は、申立人が昭和 20 年３月 12 日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得した旨の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認められ、かつ、

申立人の株式会社ＡのＢ工場における厚生年金保険被保険者の資格喪失日

は、同年６月 10 日とすることが妥当である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、上述の名簿の記録から 50

円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6030 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を平成３年 11 月及び同年 12 月

は 22 万円、４年１月から同年 12 月までは 24 万円、５年１月及び同年２

月は 28 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 11 月 12 日から５年３月 26 日まで 

 平成３年 11 月 12 日から５年３月 25 日まで、Ａ所に勤務したが、こ

の間における厚生年金保険の標準報酬月額は、当時の給料支給額と異

なり引き下げられた記録となっている。 

申立期間の給料明細書を提出するので、本来の標準報酬月額に記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

   したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該給

料明細書で確認できる厚生年金保険料額から、平成３年 11 月及び同年 12

月は 22 万円、４年１月から同年 12 月までは 24 万円、５年１月及び同年



                      

  

２月は 28 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

給料明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報

酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が長期間

にわたり一致していないことから、事業主は、給料明細書で確認できる報

酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6031 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 32 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13 年 11 月１日から 14 年７月 31 日まで 

             ② 平成 14 年７月 31 日から同年 11 月１日まで 

    昭和 56 年４月 30 日から平成 14 年 10 月 31 日までの間、株式会社Ａ

に継続して勤務したが、申立期間①については、標準報酬月額が当時の

給与支給額と比べ引き下げられた記録となっており、申立期間②につい

ては、継続して勤務し給与から厚生年金保険料を控除されていたにもか

かわらず被保険者記録が無いので、それぞれ被保険者記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

       １ 申立期間①について、オンライン記録から、申立人の株式会社Ａにお

ける厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成 13 年 11 月から 14 年

６月までは 32 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適

用事業所ではなくなった同年７月 31 日より後の同年８月８日付けで、

当該期間の標準報酬月額が９万 8,000 円に減額されていることが確認で

きる。 

         また、当該事業所の事業主は、「申立期間当時、当社が厚生年金保険

料を滞納していたため、厚生年金保険から脱退する届出を行った。」と

している。 

         これらを総合的に判断すると社会保険事務所（当時）において、当該

遡及訂正処理を行う合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録

訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 32 万円に訂正することが



                      

  

必要である。 

 

       ２ 申立期間②について、元同僚の供述及び申立人の雇用保険の加入記録

（平成 14 年 10 月 20 日離職）から、期間の特定はできないものの、申

立人が申立期間において株式会社Ａに勤務していたことが推認できる。 

         しかしながら、オンライン記録によると、株式会社Ａは、平成 14 年

７月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時加入

していたほかの 37 人の従業員も全員同日付けで被保険者資格を喪失し

ている上、そのうち、20 人が同日に国民年金に加入していることが確

認できる。 

         また、元同僚から提出された平成 14 年９月分の給与明細書から、厚

生年金保険料及び健康保険料は事業主により給与から控除されていない

ことが確認できるほか、オンライン記録では、申立人は、同年８月 12

日に健康保険証を返納していることとされている。 

         さらに、株式会社Ａの事業主は、「申立期間当時、保険料を滞納して

いたため、厚生年金保険から脱退し、健康保険のみ任意継続することに

し、従業員にその旨説明した。」としている。 

         このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年

金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い

上、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の給与からの控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

         これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6034 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ所における資格

喪失日及び同社Ｃ支社の資格取得日に係る記録を昭和 43 年 10 月１日に訂

正し、申立期間の標準報酬月額の記録を３万 3,000 円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年 10 月１日から同年 11 月１日まで 

Ａ株式会社に昭和 38 年３月から平成 19 年 12 月まで継続して勤務し

ていたが、申立期間において厚生年金保険の被保険者記録が抜けている。

欠落している被保険者期間を加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社から提出された、申立人の異動経歴が記載された個人台帳か

ら判断すると、申立人は当該事業所に昭和 38 年３月 11 日から平成 19 年

12 月 31 日まで継続して勤務し（昭和 43 年 10 月１日に同社Ｂ所から同社

Ｃ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社Ｃ支社の事業所

別被保険者名簿の昭和 43 年 11 月の記録から３万 3,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから明らかでないと判断せざるを得ない。 

   一方、政府の当該保険料を徴収する権利が時効によって消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を、



                      

  

社会保険事務所（当時）に対して行なったか否かについて、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6035 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を訂

正することが必要である。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、申立期間①及び②は 62

万 9,000 円、申立期間③は 68 万 6,000 円、申立期間④は 70 万 1,000 円、

申立期間⑤は 75 万 8,000 円、申立期間⑥は 76 万 8,000 円、申立期間⑦は

81 万 1,000 円、申立期間⑧は 79 万 1,000 円、申立期間⑨は 82 万 3,000

円、申立期間⑩は 70 万 5,000 円、申立期間⑪は 37 万 2,000 円とすること

が妥当である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 27 日 

② 平成 15 年 12 月 18 日 

③ 平成 16 年６月 21 日 

④ 平成 16 年 12 月 17 日 

⑤ 平成 17 年６月 15 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 16 日 

⑦ 平成 18 年６月 16 日 

⑧ 平成 18 年 12 月 15 日 

⑨ 平成 19 年７月２日 

⑩ 平成 19 年 12 月 14 日 

⑪ 平成 20 年７月９日 

株式会社Ａから支給された申立期間の賞与の記録が無いが、賞与明細

書により厚生年金保険料が控除されていることが確認できるので、記録

を訂正してほしい。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る株式会社Ａ発行の賞与支給明細書

及び申立人名義の預金通帳の写しにより、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間①から⑦まで、及び⑨の標準賞与額については、

当該賞与支給明細書における保険料控除額から、申立期間①及び②は 62

万 9,000 円、申立期間③は 68 万 6,000 円、申立期間④は 70 万 1,000 円、

申立期間⑤は 75 万 8,000 円、申立期間⑥は 76 万 8,000 円、申立期間⑦は

81 万 1,000 円、申立期間⑨は 82 万 3,000 円とすることが妥当である。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、

これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立期間⑧、⑩及び⑪の標準賞与額については、賞与支給

明細書において確認できる賞与支給額及び当該賞与に係る保険料控除額か

ら、申立期間⑧は 79 万 1,000 円、申立期間⑩は 70 万 5,000 円、申立期間

⑪は 37 万 2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に

届け出ていないことを認めていることから、その結果、社会保険事務所は、

申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6041 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の合名会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和

40 年３月 19 日、資格喪失日は 41 年１月１日であると認められることか

ら、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、２万 4,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月から 41 年８月まで 

    年金記録を確認したところ、合名会社Ａに勤務した申立期間において

厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

合名会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、資格喪

失日の記載は無いものの資格取得日が昭和 40 年３月 19 日で、申立人と生

年月日が一致し、氏名が一字違いとなっている、基礎年金番号に未統合の

被保険者記録が確認できる。 

また、厚生年金保険手帳記号番号払出簿により資格取得日が昭和 40 年

３月 19 日付けで、合名会社Ａにおいて付番された当該記号番号は、被保

険者名及び生年月日が申立人と一致する上、元事業主が申立人は勤務して

いたと供述していることから、当該未統合の記録は申立人の被保険者記録

であると認められる。 

一方、前述のとおり当該未統合記録は厚生年金保険の資格喪失日が記載

されていないものの、申立人と同じ職種であった同僚は、「自分が入社

（資格取得日は昭和 40 年３月 30 日）したときは、申立人は既に勤務して

いたが、昭和 40 年暮れに退職し、翌年３月に会社に顔を出したことを記

憶している。」と供述していることから、申立人が昭和 40 年 12 月末まで



                      

  

合名会社Ａに勤務していたと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 40 年３月 19 日に被保険者

資格を取得した旨の届出を事業主が社会保険事務所（当時）に行ったこと

が認められるとともに、申立人の申立事業所における資格喪失日は 41 年

１月１日とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、当該未統合の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の記録から、昭和 40 年３月から 40 年 12 月ま

での期間を２万 4,000 円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 38 年３月から 40 年３月 19 日までの期間

及び 41 年１月１日から同年８月までの期間については、元事業主は会社

は既に解散したため、書類は残っておらず、厚生年金保険料の控除につい

ては分からない旨回答しており、申立期間に厚生年金保険被保険者記録の

ある同僚 13 人に照会し、回答を得た９人からも申立人の厚生年金保険料

の控除について推認できる供述は得られなかった。 

このほか、申立人の当該期間の厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について、申立人は、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6043 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ所（現在は、

Ｃ株式会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 38 年４月４日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額の記録を２万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年１月 21 日から同年４月４日まで 

     昭和 33 年にＤ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）に入社し、退職する

までＣ株式会社又は関連企業に継続して勤務していた。厚生年金保険の

記録に、３か月の未加入期間があることに納得できない。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｃ株式会社提出の人事記録、雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述

から、申立人は、Ｃ株式会社及び関連会社に継続して勤務し（厚生年金保

険の適用上はＡ株式会社Ｂ所からＣ株式会社Ｅ所に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社Ｂ

所における資格喪失時のオンライン記録から、２万 2,000 円とすること

が妥当である。 

 なお、異動日については、上記人事記録上は昭和 36 年６月 21 日とされ

ているが、同僚の供述により、異動後も給与はＡ株式会社Ｂ所から継続

して支払われていたとされることや、Ｃ株式会社Ｅ所が厚生年金保険の

適用事業所となったのは、38 年４月４日であることから、同日とするこ



                      

  

とが妥当である。 

 また、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

 さらに、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6046 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標

準報酬月額に係る記録を 28万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10年４月１日から 11年２月 28日まで    

    日本年金機構の記録では、Ａ株式会社に勤務した期間のうち、申立期間

の標準報酬月額が９万 2,000 円と記録されているが、実際に支給された給

料よりも低額となっている。正しい標準報酬月額に訂正してほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ株式会社における申立期間の標準報

酬月額は、当初、28 万円と記録されていたところ、平成 10 年 10 月 30 日付

けの訂正処理で、同年４月１日まで遡って９万 2,000 円に減額訂正され、事

業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平成 11 年２月 28 日）ま

で継続していることが確認できる上、事業主を含む被保険者６人全員につい

て同様の遡及訂正処理がなされていることが確認できる。 

また、４人の同僚のうち回答があった１人は、「経営不振で、資金繰りに

苦労していたと思う。給料の遅配があった。」と供述している上、元経理担

当役員は、「当時の経営状態は悪く、税金や社会保険料の滞納があった。あ

る時、社会保険事務所に社長と二人で滞納の相談に行ったところ、担当者か

ら従業員全員の標準報酬月額を最低等級に引き下げるようにアドバイスを受

けた。社長が同意したので提案を受け入れた。」と供述している。 

さらに、上述の同僚及び元経理担当役員は、「申立人は営業事務を担当し

ていた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような遡及

により記録を訂正する合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂

正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 28 万円に訂正するこ

とが必要であると認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4382 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年７月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 58 年７月から 61 年３月まで 

私は、昭和 53 年の誕生日頃に国民年金の加入手続をして、その後は

継続して保険料を納付してきた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年の誕生日頃に国民年金の加入手続をして、その後

は継続して保険料を納付してきたとしているが、申立人の申立期間の保険

料の納付に関する記憶が明確ではなく、保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録」欄には昭和 58

年７月 17 日に国民年金の資格を喪失し、その後 61 年４月１日に第三号被

保険者の資格を取得したことが記載されており、これはオンライン記録と

も一致していることから、申立期間は未加入期間と推認され、制度上保険

料を納付できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索

等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4384 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から 53 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年１月から 53 年 12 月まで 

       私は昭和 51 年 12 月末で会社を辞め、52 年１月 17 日に父と一緒にＡ

市役所に行き国民年金の加入手続をした。交付された年金手帳に国民年

金の「はじめて被保険者となった日」が書いてあるのでその日だと思う。

保険料はＢ銀行（現在は、Ｃ銀行）及びＤ農協で納付していた。申立期

間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年１月 17 日に父親と一緒にＡ市役所に行き国民年金

の加入手続を行い、現在所持する年金手帳の交付を受けたとしているが、

当該年金手帳の氏名欄には 56 年２月に結婚した後の姓名である「Ｅ」と

記載されている。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から昭和 56 年４月頃に払い出されたと推認され、その払出

時点からすると申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4385 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年３月から 46 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月から 46 年 12 月まで 

       私の国民年金については、私が自宅のＡ店を手伝っていた昭和 40 年

＊月に 20 歳になったので、父が加入手続してくれたと思う。当時は町

内に納税組合が組織されており、組合の代表が国民年金保険料、国民健

康保険料、所得税及び固定資産税等を併せて集金していた。父が家族全

員分の保険料をまとめて納めていたと聞いており、私の分だけ納付しな

かったとは思えない。申立期間の保険料が未納となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父がＢ町（現在は、Ｃ市）で国民年金の加入手続をして

納税組合を通して保険料を納めてくれていたはずだとしているが、加入手

続及び保険料納付をしてくれたとするその父は既に他界しており、これら

の状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から昭和 46 年 10 月頃に払い出されたと推認され、その払出

時点からすると申立期間の大半は時効により保険料を納付できない期間で

ある上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4387 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年２月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年２月 

私と妻の年金手帳の国民年金の記録欄には、いずれも、国民年金の第

１号被保険者となった日が「平成３年２月 21 日」、同被保険者でなく

なった日が「平成３年３月１日」と記載があり、この期間の国民年金保

険料は夫婦共に納付したはずである。夫婦共に申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料は夫婦共に納付したはずであると

している。しかしながら、申立人及びその妻共に、当該申立期間に係る国

民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付等についての記憶が明確でな

く、これらの状況が不明である。 

また、申立期間の前後の期間はオンライン記録によると、厚生年金保険

の被保険者とされているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該

記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、平成５年 11 月頃に払い出

されたと推認され、ほかに年金手帳の交付を受けていないとしていること

から、当該記号番号が払い出されるまでは、申立期間は未加入期間であっ

たと考えられ、制度上保険料を納付できない期間である上、当委員会にお

いてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

加えて、年金手帳の国民年金の記録の｢被保険者となった日｣欄に記載さ



 

  

れた年月日は、制度上、国民年金保険料の納付の有無にかかわらず被保険

者資格を取得した日が記載されるものであって、保険料を納付したことを

示すものではない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4388 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年２月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年２月 

私と夫の年金手帳の国民年金の記録欄には、いずれも、国民年金の第

１号被保険者となった日が「平成３年２月 21 日」、同被保険者でなく

なった日が「平成３年３月１日」と記載があり、この期間の国民年金保

険料は夫婦共に納付したはずである。夫婦共に申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料は夫婦共に納付したはずであると

している。しかしながら、申立人及びその夫共に、当該申立期間に係る国

民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付等についての記憶が明確でな

く、これらの状況が不明である。 

また、オンライン記録によると申立期間前後の期間は第３号被保険者と

されているところ、申立期間については申立期間から２年以上経過した平

成５年４月 26 日に第１号被保険者に種別変更された記録となっており、

当該変更処理が行われるまでは、申立期間は国民年金保険料納付を必要と

しない第３号被保険者期間であったと推認され、当該種別変更手続を行っ

た時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4392 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年４月から 59 年３月までの期間、63 年１月から同年

３月までの期間及び平成３年４月から同年６月までの期間の付加年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年４月から 59 年３月まで 

             ② 昭和 63 年１月から同年３月まで 

             ③ 平成３年４月から同年６月まで 

   私は、Ａ役場において国民年金の加入手続と付加年金の加入手続を行

い、それ以降、国民年金保険料及び付加年金保険料を一緒に納付してき

た。 

それにもかかわらず、申立期間①、②及び③の付加年金保険料が未納

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    １ 申立人は、Ａ町役場において国民年金の加入手続及び付加年金の加

入手続を行い、それ以降、国民年金保険料及び付加年金保険料を一緒に

納付してきたとしているが、申立人は、申立期間①から③に係る付加年

金保険料納付に関する記憶が明確でなく、これらの状況が不明である。 

 

 ２ 申立期間①について、申立人の国民年金被保険者台帳（旧台帳）には、

昭和 57 年４月に付加年金を脱退と記載されていることから、申立期間

①は付加年金未加入期間と推認され、制度上、付加年金保険料を納付

できない期間である。 

    また、申立期間②及び③の付加年金保険料も、オンライン記録では未

納となっている。 

 

３ 申立期間②及び③について、申立人のオンライン記録には、申立期



 

  

間②及び③の国民年金の保険料をそれぞれ過年度納付したことが記載

されているところ、付加年金保険料は、制度上、遡って納付すること

はできないことから、申立期間②及び③の付加年金保険料は、当該期

間の国民年金保険料と一緒に過年度納付することはできない。 

 

４ このほか、申立人が申立期間の付加年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の付加年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4394 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 11 月から 60 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年 11 月から 60 年３月まで 

        私が国民年金に加入した時期については、私が所持している年金手帳

の「初めて被保険者となった日」欄に昭和 57 年＊月＊日と記載されて

いることから、私が 20 歳になった時に両親がその加入手続をしてくれ

たと思う。また、国民年金加入後の私の国民年金保険料については、当

時、定期的に自宅に来ていた集金人を通じて、両親の国民年金保険料や

税金等と一緒に、両親が納付してくれていた。申立期間の保険料が未納

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳になった昭和 57 年＊月に、その両親が申立人

の国民年金加入手続を行い、定期的に自宅に来ていた集金人を通じて、申

立人の国民年金保険料を納付していたとしている。しかしながら、申立人

及びその両親は、申立人が 20 歳になった 57 年＊月当時の、申立人の国民

年金の加入手続に係る記憶が明確でなく、その当時の加入状況が不明であ

る。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 60 年３月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間のうち 57 年 11 月及び同年 12 月は時効により国民年

金保険料を納付することができない期間であり、58 年１月から 60 年３月

までの期間は遡って保険料を納付することが可能な期間であるものの、申

立人及びその両親は当該期間の保険料を遡って納付したかどうかについて

記憶が明確でなく、当該保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資



 

  

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6002 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 32 年８月５日から 36 年１月 21 日まで 

② 昭和 36 年１月 21 日から 41 年２月１日まで 

国（厚生労働省）の記録では、株式会社Ａと株式会社Ｂに勤務してい

た際に加入していた厚生年金保険について、脱退手当金を請求したこと

となっているが、そのようなもの自体、今まで知らなかった。今回、日

本年金機構より、このような記録になっているとの通知があり、大変驚

いている。私は絶対に受け取っていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の株式会社Ａと株式会社Ｂの健康保険厚生年金保険被保険者名簿

には、脱退手当金の支給を意味する「脱 42/1859」の記載がある上、支給

金額に計算上の誤りは見当たらない。 

また、株式会社Ａの健康保険厚生年金保険被保険者名簿には資格喪失日

が昭和 36 年１月 21 日と記載されているが、これは 42 年 10 月 23 日に行

われた資格喪失日の訂正処理によるものであることが確認でき、訂正前の

記録では株式会社Ａと株式会社Ｂの厚生年金保険被保険者期間には重複期

間があり、この処理により重複期間が解消されていること、及び申立期間

の脱退手当金が同年 11 月 22 日に支給されていることを踏まえると、脱退

手当金の請求に伴い被保険者期間の重複が解消されたと考えるのが自然で

ある。 

このほか、申立人に照会しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6003 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年１月６日から 37 年３月 11 日まで 

             ② 昭和 38 年２月 21 日から 41 年６月 14 日まで 

    年金記録を確認したところ、Ａ株式会社における厚生年金保険の被保

険者期間は脱退手当金として支給されたことになっているが、自分は

脱退手当金を請求したことも、受給した覚えも無いので、調査し、記

録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係るＡ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているととも

に、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6004 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年７月１日から 40 年８月 19 日まで 

② 昭和 40 年８月 19 日から 43 年８月 22 日まで 

    私は、60 歳の年金裁定時に、申立期間の脱退手当金を受給している

ことを知らされた。私は、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間で

あったことも、脱退手当金制度があることも知らなかった。私は、申

立期間に脱退手当金を受給していないので、申立期間の厚生年金保険

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載さ

れているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和

43 年 12 月７日に支給決定されており、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

また、厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿の申立人の氏名は、事

業所を退職した約４か月後の昭和 43 年 12 月 16 日に旧姓から新姓に氏名

変更されており、申立期間の脱退手当金が同年 12 月７日に支給決定され

ていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われた

と考えるのが自然である。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給しなかったことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6005 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年３月 24 日から 38 年３月 26 日まで 

年金事務所の記録では、昭和 39 年５月 28 日に脱退手当金を受給した

ことになっているが、株式会社Ａ（現在は、Ｂ株式会社）を辞めるとき、

脱退手当金の制度の説明を聞いたことも無く、また退職して約１年２か

月後にはどう考えても受給していないので、厚生年金保険の記録として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示があるとともに、脱退手当金の支給額に計算上の誤

りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、株式会社Ａを退職して約１年２か月後に脱退手当金が

支給された記録になっていることについて、不自然であると主張している

が、昭和 35 年から 43 年までに当該事業所を資格喪失した同僚のうち脱退

手当金の受給資格を満たす同僚の記録を調査したところ、脱退手当金が支

給された記録になっている者が３人確認でき、そのうち２人は約１年後に、

１人は約１年８か月後に支給決定が行われた記録になっており、申立人の

申立内容を裏付けるものとはいえない。 

さらに、申立人から聴取しても、請求・受給した記憶が無いというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案6006 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年９月20日から39年５月１日まで 

厚生年金保険を脱退すれば、一時金が受け取れるという制度すら知ら

なかった私が、脱退手当金を請求し、受け取るはずがない。 

第三者委員会で調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、脱退手当金の支

給を意味する「△脱」のスタンプが押されていることが確認できるととも

に、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、事務

処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案6007 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年10月１日から32年５月20日まで 

国（厚生労働省）の記録によると、申立期間については、脱退手当金

を受け取っているとのことであるが、受け取った記憶は無い。 

第三者委員会で調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載さ

れているページとその後２ページに記載されている女性のうち、脱退手当

金の受給資格を有している同僚８人（昭和32年12月から41年８月の間に被

保険者資格を喪失）について脱退手当金の支給記録を確認したところ、オ

ンライン記録から、そのうちの７人に支給記録が認められ、その全員につ

いて３か月以内に支給決定がなされている上、申立期間当時は、通算年金

制度前であったことを踏まえると、当該事業所により代理請求手続が行わ

れていた可能性があったものと考えられる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の保険給付欄

には、給付種類「脱手」、資格期間「43」、支給（開始）年月日「32．６．

26」と記されているとともに、資格喪失日から約１か月後に支給決定され

ているなど、事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案6008 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年９月４日から35年10月20日まで 

② 昭和37年１月21日から37年３月10日まで 

③ 昭和37年５月１日から38年９月３日まで 

④ 昭和39年７月２日から40年10月１日まで 

厚生年金保険を脱退する意思も無かったし、脱退すれば一時金を受け

取れるという制度すら知らなかった私が、脱退手当金を請求し、受け取

るはずがない。 

第三者委員会で調査の上、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退

手当金の請求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金

を支給した旨の「脱」表示をすることとされており、申立人が現在も所持

している厚生年金保険被保険者証には、当該表示（脱Ａ）が確認できるこ

とを踏まえると、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたも

のとは認め難い。 

また、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立

人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6009 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年２月 18 日から 37 年 10 月 28 日まで 

    Ａ株式会社を退社した後、社会保険事務所（当時）に行って脱退手当

金を請求し、２、３か月後に２万円ほど受給したことを記憶している

が、年金事務所で確認したところ、脱退手当金は２回受給したことと

なっていた。自分が脱退手当金を受給したのは１回のみであるので、

調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ株式会社における健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱

退手当金の支給を意味する「脱」の印が押されているとともに、支給額に

計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら約５か月後の昭和 38 年３月 27 日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人に対しては、申立期間後の別の厚生年金保険被保険者期間

についても脱退手当金が支給されているが、その際、仮に申立期間の脱退

手当金が支給されていなければ、当該申立期間も併せて請求手続がとられ

るべきところ、申立人は申立期間後の厚生年金保険被保険者期間のみ手続

をしたと主張していることを踏まえると、申立期間については既に脱退手

当金が支給されているものとして、請求手続が行われたものと考えるのが

自然である。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6010 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年３月 12 日から 38 年４月８日まで 

             ② 昭和 42 年３月 10 日から 44 年９月 30 日まで 

    Ａ株式会社を退社後、脱退手当金の請求手続をしようとしたが書類不

備により受理されず、脱退手当金裁定請求書も返却された。その後つ

わりがひどくなったので、そのまま請求に行かなかったが、平成 12 年

頃に夫の年金手続に行った際に自分の記録を確認したところ、手続を

しなかったはずの脱退手当金が支給されたことになっていた。返却さ

れた請求書をまだ保管しているので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社を退社後、脱退手当金の請求手続をしようとした

が書類不備により受理されず、その後は請求手続をしなかったと主張して

いるところ、申立人が現在も所持している当該裁定請求書には記載事項の

誤りや添付書類の不備があったことが確認できる。 

しかしながら、Ｂ年金事務所提出の申立期間に係る脱退手当金裁定請求

書の氏名欄には申立人の記名押印が確認できるほか、Ａ株式会社が発行し

た申立人に係る退職所得の源泉徴収票が添付されていることを踏まえると、

申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考えられる。 

また、申立人のＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

は、脱退手当金の支給を意味する「脱」の印が押されているとともに、申

立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受理されなかった脱退手当金裁定請求書

を所持しているほかに、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる



  

事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6011 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月１日から 46 年６月 28 日まで 

  日本年金機構から「確認のハガキ」が届き、株式会社Ａに勤務してい

た厚生年金保険の期間が脱退手当金で支給済みになっていると記されて

いた。私は、脱退手当金という制度を知らなかったので、請求も受給も

していないと思う。調査をして、記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人に係る申立事業所の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示がされているとともに、申立期間に係る脱退手

当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立事業所に係る申立人の厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 46 年８月 19 日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人に聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受領していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6012 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年 10 月から 55 年 10 月まで 

  Ａ株式会社に勤務していた申立期間に、給与から厚生年金保険料が控

除されていたが、厚生年金保険被保険者記録が無いので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。         

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人が申立期間にＡ株式会社に勤務していたことは、同僚の供述から

うかがえるものの、同社は、申立期間当時の厚生年金保険適用関係資料を

保存しておらず、申立人の厚生年金保険の加入及び厚生年金保険料の控除

については不明としている上、同僚から申立人の申立期間に係る保険料の

事業主による給与からの控除についての具体的な供述を得ることができな

い。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立

期間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険証の番号に欠落も無い。 

 なお、Ａ株式会社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所であっ

たが、複数の同僚は、「申立期間当時、厚生年金保険の加入は強制では

なかった。」と述べている。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6014 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年５月 15 日から同年８月５日まで 

昭和 51 年５月にＡ地にある有限会社ＢにＣとして入社し、同年８月

まで勤めたが、厚生年金保険の加入記録が無い。この期間を厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

有限会社Ｂの元事業主の証言により、申立人が申立期間にＣとして、同

社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、申立人が勤務したとする有限会社Ｂは、申立期間におい

て、所在地を管轄する法務局には商業登記の記録が無く、また、社会保険

事務所（当時）にも厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い上、申

立人の同社に係る雇用保険の加入記録も無い。 

また、当該事業所は、「当時、従業員が５人未満であり、厚生年金保険

の適用事業所ではなかったため、元事業主は、当時から厚生年金保険の適

用事業所となる手続をとっておらず、厚生年金保険料も控除していな

い。」と証言している。 

さらに、申立人はその同僚の名前も覚えていないとしており、保険料控

除の記憶も明確ではなく、さらに申立人の申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の

資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6015 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年６月１日から 46 年７月１日まで 

             ② 昭和 47 年３月 13 日から 48 年８月１日まで 

昭和 45 年６月から 46 年１月末までＡ所（現在は、株式会社Ｂ）の本

社に勤務し、同年２月から 48 年７月までＣ内のＡ所のテナントでＤ等

の販売員として勤務したが、申立期間①及び②の年金記録が無い。 

申立期間は当該事業所に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、当時、Ａ所に勤務していた同僚 16 人に照会し、

回答のあったうちの１人が、「申立人は申立期間①に勤務していた。」

と供述している上、雇用保険の記録から、申立期間①のうち、昭和 46

年１月 28 日から同年７月１日まで勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、上記同僚照会で回答のあった９人のうちの４人からは、

「Ａ所は正社員でも入社後３か月から 10 か月間の試用期間があり、そ

の間は厚生年金保険に加入できなかった。」としている上、ほかの１人

は、「試用期間には個人差があり、正式採用から社会保険加入までとて

も長く要していた。」と供述している。 

また、申立期間①に係るＡ所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の

健康保険証番号は連番になっており、欠番は無く、現存する記録以外は

見当たらない。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間①は国民年金の被保険者

期間となっており、そのうちの昭和 46 年４月から同年６月までは保険

料の申請免除期間となっていることが確認できる。 



  

 

２ 申立期間②について、上記同僚照会で回答のあった９人のうち１人は、

「申立人は、勤務時期が定かでないが勤務していたと思う。」としてい

るものの、残りの８人が「申立人は勤務していたかどうか分からな

い。」としている上、雇用保険の離職日が申立期間以前の昭和 47 年３

月 11 日となっており、申立人の勤務の実態が確認できない。 

また、Ａ所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

資格喪失日が昭和 47 年３月 13 日、健康保険証の返納日が同年４月と記

録されている。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間②は国民年金の被保険者

期間となっており、そのうちの昭和 47 年３月から 48 年３月までは保険

料の申請免除期間となっていることが確認できる。 

  

３ 株式会社Ｂは、「当時の資料は残っておらず、申立人の全申立期間に

係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況等については不明である。」

と回答している。 

このほか、申立人の全ての申立期間に係る厚生年金保険料の給与から

の控除について確認できる給与明細書等も無く、そのほかの関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6016 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年２月２日から同年 12 月１日まで 

Ａ機関に勤務した期間に係る厚生年金保険の記録が無いのは納得でき

ないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の写真及び同僚の供述により、申立期間前後において、申立

人がＡ機関に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、事業所別被保険者名簿によると、Ａ機関は昭和 35 年４

月１日に健康保険・厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、そ

の事務を引き継いでいるＢ機関Ｃ課は、申立期間に係る厚生年金保険の適

用の届出及び保険料控除等の関係書類を保存していないとしている。 

また、同僚からも申立人の保険料控除について供述を得ることはできず、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について確認できない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   なお、申立人の「申立期間当時はＤ機関の職員であった。」との供述か

ら、Ｄ機関Ｅ部（当時）等に係る事業所別被保険者名簿の申立期間につい

て確認したが、申立人の氏名は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案6021 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和29年７月15日から31年３月20日まで 

         ② 昭和31年８月２日から32年３月16日まで 

         ③ 昭和32年８月１日から33年４月１日まで 

平成22年９月に日本年金機構からのはがきでＡ株式会社に勤めた期間

について脱退手当金が支給された記録となっていることを初めて知った。

脱退手当金という言葉を聞いた記憶ももらった記憶も一切無い。申立期

間について厚生年金保険の記録を訂正してほしい 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社において、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった

昭和28年12月１日から適用事業所でなくなった33年12月20日の間に脱退手

当金の受給資格のある女性は15人認められるが、他社で継続して被保険者

資格を取得している２人を除く13人のうち、７人に脱退手当金の支給記録

が認められ、当該７人のいずれもが４か月以内に支給が決定されている上、

当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についても

事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は支給金額に計算上の誤りは無く、申立期

間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和33年６月

11日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6022 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

また、申立人は、申立期間②から④までについて、厚生年金保険被保険

者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年６月１日から 36 年４月１日まで 

         ② 昭和 35 年４月１日から同年６月１日まで 

         ③ 昭和 36 年４月１日から同年６月 1 日まで 

         ④ 昭和 37 年４月１日から同年６月１日まで 

      私の脱退手当金は、Ａ所の期間及びＢ所の期間並びにＣ所の期間を基

礎として支給決定された記録になっている。しかし、昭和 46 年３月に

Ｃ所を結婚退職する際、脱退手当金の説明を受け、Ｂ所及びＣ所に勤務

した期間を対象とした脱退手当金を請求し、受け取ったことは覚えてい

るが、申立期間①のＡ所に勤務した期間の脱退手当金については、請求

したことも受給したことも無いので申立期間①を厚生年金保険の被保険

者期間と認めてほしい。 

申立期間②から④までについては、昭和 34 年４月から 37 年３月 31

日までＤ地のＥ所に勤務し、35 年４月から厚生年金保険に加入し保険

料を控除された。その後、37 年４月１日からＦ地のＧ所に勤務した。

Ｅ所とＧ所はグループ事業所なので、継続して厚生年金保険に加入して

いたと思う。申立期間②から④までを厚生年金保険の被保険者期間と認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が受給を認めている期間と申立期間①は、社会保険庁（当時）

の記録上、合算して脱退手当金が支給されたこととなっているところ、



  

脱退手当金裁定請求書には、申立人の供述どおり、初めて被保険者とし

て使用された事業所欄にＨと記入され、Ａ所（現在は、Ｇ所）について

は記入されていないが、厚生年金保険被保険者台帳の記号番号欄にはＡ

所に勤務した際に交付された厚生年金保険被保険者証の番号が記載され

ている。 

また、脱退手当金裁定伺には、申立期間①の事業所名、適用期間、標

準報酬月額等が記されており、この期間を含め支給決定されていること

が確認できる。 

さらに、申立人の脱退手当金の支給については、申立人の脱退手当金

裁定請求書の提出に基づきなされたもので、脱退手当金裁定伺が適正に

作成されており、申立期間①と申立人が受給を認めている期間を基礎と

した脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど一連の事務処理に不

自然さはうかがえない上、申立人に聴取しても、申立期間①を含む脱退

手当金を受給したことを疑わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間①に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはでき

ない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、Ｅ所において勤務し、昭和 35 年

３月に事業所から厚生年金保険に加入する説明を受け、同年４月から厚

生年金保険料を給与から控除されたと申し立てている。 

しかしながら、Ｅ所が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和

36 年６月１日であり、申立期間当時は適用事業所ではなかったことが

確認できる上、申立期間②に引き続いて厚生年金保険被保険者の記録が

存在するＡ所に関しては、Ｇ所が保管する社会保険加入者名簿において、

申立人のＡ所での厚生年金保険被保険者資格取得日は 35 年６月 1 日、

資格喪失日は 36 年４月１日と記載されていることが確認でき、事業所

は、「申立期間②の厚生年金保険料を申立人の給与から控除していない。

申立てどおりの届出は行っておらず、国側の記録どおりの届出を行っ

た。」と回答している。 

    また、Ａ所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、昭和

35 年４月１日から同年６月１日までの期間に被保険者資格を取得した

ことが確認できる 47 人の被保険者のうち、連絡先の確認できる 18 人に

文書照会を行ったが、申立人の勤務期間を記憶している者はいないこと

から、申立人の申立期間②に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況

等について、確認することができない上、回答を得られた７人の同僚の

うち、自身の入社時期と被保険者資格取得時期について６人は合致して

いると回答し、１人は不明と回答している。 



  

    さらに、申立人の入社時に既に勤務していたと申立人が記憶している

同僚も、申立人と同様に昭和 35 年６月１日に被保険者資格を取得して

いる。 

    加えて、申立人のＡ所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の資

格取得日及び資格喪失日はオンライン記録と一致しており、訂正等の形

跡も認められない。 

     このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の給与からの

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を、事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

３ 申立期間③については、申立人はＥ所に勤務していたと申し立ててい

るが、Ｅ所は平成 12 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っているところ、Ｅ所の資料を保管するＧ所から提出された社会保険加

入者名簿において、申立人のＥ所での厚生年金保険被保険者資格取得日

は昭和 36 年６月 1 日、資格喪失日は 37 年４月１日と記載されているこ

とが確認でき、当該事業所は、「申立期間③の厚生年金保険料を申立人

の給与から控除していない。申立てどおりの届出は行っておらず、国側

の記録どおりの届出を行った。」と回答している。 

  また、Ｅ所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 36 年６月１日

に被保険者資格を取得している被保険者は、Ｅ所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿により申立人を含めて 10 人確認でき、このうち７

人は申立人と同様に同年４月１日に、１人は同年５月１日にＡ所で被保

険者資格を喪失している。 

さらに、文書照会に回答のあった３人の被保険者は、申立人について

記憶が無く、自身の勤務期間と厚生年金保険被保険者期間の差異につい

ても記憶が無く分からないとしており、申立人の申立期間③に係る勤務

実態について、確認することができない。 

    加えて、申立人のＥ所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の資

格取得日及び資格喪失日はオンライン記録と一致しており、訂正等の形

跡も認められない。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

４ 申立期間④については、申立人は、Ｇ所に勤務していたと申し立てて

いるが、Ｇ所から提出された社会保険加入者名簿において、申立人のＧ

所での厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和 37 年６月１日、資格喪

失日は 42 年４月１日と記載されていることが確認でき、事業所は、

「申立期間④の厚生年金保険料を申立人の給与から控除していない。申

立てどおりの届出は行っておらず、国側の記録どおりの届出を行っ

た。」と回答している。 

  また、申立人が勤務を始めたとする昭和 37 年４月１日に被保険者資

格を取得している被保険者は、Ｇ所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿により４人確認できるが、このうち連絡先の確認できる２人に文

書照会を行ったところ、回答のあった１人の同僚は、申立人を記憶して

おらず、自身の入社時期と被保険者資格取得時期については合っている

と回答しており、申立人の申立期間④に係る勤務実態について、確認す

ることができない。 

  さらに、申立人のＧ所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の資

格取得日及び資格喪失日はオンライン記録と一致しており、訂正等の形

跡も認められない。 

    このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の給与からの

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間④に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案6023 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年３月11日から同年８月28日まで 

         ②  昭和36年９月４日から39年１月26日まで 

         ③ 昭和39年５月21日から46年３月20日まで 

年金事務所の記録では、Ａ株式会社及びＢ株式会社（名称変更後はＣ

株式会社）に勤めた期間について、平成12年７月14日に脱退手当金が支

給されたことになっているが、私は手続をしたことは無いし、銀行に振

り込まれた様子も無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金裁定請求書には、申立人の住所、氏名押印及

び当該脱退手当金に係る厚生年金保険被保険者記号番号が確認できるとと

もに、当該裁定請求書に記入された脱退手当金の振込先銀行名及び預金通

帳の記号番号が申立人が口座を開設している銀行及びその口座番号である

ことが確認できることから、当該脱退手当金は、申立人の意思に基づき請

求されたものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、前記脱退手当金裁定請求書の裁定伺に

示されている支給金額（８万8,900円）と一致しているほか、当該請求書

には請求の受付日（12.６.16）、振込年月日（12.７.14）等の記載がされ

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6024 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年６月 24 日から 39 年 10 月 26 日まで 

             ② 昭和 40 年５月１日から 43 年６月１日まで 

平成 22 年９月頃に年金事務所からはがきが来て、Ａ株式会社及びＢ

株式会社に勤務していた期間が、脱退手当金を受給したことになってい

ることを知った。Ｂ株式会社は、結婚のために退職したが、脱退手当金

の支給日が昭和 46 年４月７日とされている。その頃は二女を出産した

ばかりで、脱退手当金を請求できるような状況になかったし、受給した

記憶も無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ株式会社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の氏名は、同事業所を

退職した約２年 11 か月後の昭和 46 年３月 31 日に旧姓から新姓に氏名変

更されており、申立期間の脱退手当金が同年４月７日に支給決定されてい

ることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われたと考

えるのが自然である。 

   また、申立人の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱」の表示がある上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いとい

うほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6025 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12 年 12 月１日から 13 年８月１日まで 

    ねんきん特別便から、Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、申立期

間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録について、給与から 53

万円の標準報酬月額に見合う保険料が控除されているにもかかわらず相

違していた。調査して標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社から提出された平成 12 年度及び 13 年度の賃金台帳及び申立

人の給与明細書によると、申立人は申立期間について、その主張する標準

報酬月額（53 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   しかしながら、Ａ株式会社は、「平成 12 年 12 月から申立人の標準報酬

月額を 53 万円から 41 万円にする随時改定の届出を行ったが、13 年１月

の給与から、41 万円に基づく保険料としなければならなかったところ、

誤って 13 年７月まで 53 万円に基づく保険料を控除しており、13 年８月

の給与から 41 万の保険料控除としたので、13 年１月から同年７月までの

７か月分の個人負担の差額分を 13 年９月分及び同年 10 月分で申立人に払

い戻した。」と供述している。事実、当該事業所から提出された申立期間

における平成 12 年度及び 13 年度の賃金台帳及び給与明細書から、標準報

酬月額 53 万円から 41 万円に減額された厚生年金保険料の差額金額が 13

年９月分及び同年 10 月分の給与で払い戻されていることが確認できる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、こ



  

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなるが、申立期間に係る標準報酬月額

については、オンラインで記録されている標準報酬月額と申立人の給与明

細書において確認できる源泉控除されていた保険料額（上記、差額清算後

の保険料控除額）及び報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額とが一致

していることから、特例法に基づく保険給付の対象に当たらないため、あ

っせんは行わない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6032 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年 10 月１日から平成２年 10 月１日まで 

昭和 40 年代から平成 10 年５月 26 日まで、有限会社Ａに勤務し給与

から厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間における標準報酬

月額は、当時の給与支給額と異なり減額された記録となっており、給

与が毎年昇給していた時期に考えられないので、会社の経理顧問であ

るＢを調査の上、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、有限会社Ａに係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録は、当

時の給与支給額と異なり減額された記録となっており、給与が毎年昇給し

ていた時期に考えられないとして申し立てている。 

しかしながら、同社の顧問会計事務所が提供した、申立期間を含む昭和

59 年から平成２年までの申立人に係る源泉徴収簿では、申立人の各月の

給与総支給額は、昭和 59 年は 30 万円、申立期間の 60 年から平成元年ま

では 28 万 5,000 円、２年は 30 万円であることが確認できることから、申

立期間について、昭和 60 年 10 月の定時決定において標準報酬月額が減額

されても不自然とは言えず、申立人の主張とは異なる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなるが、申立期間のうち、昭和 60 年



  

10 月から 61 年３月までの期間、及び平成２年６月から同年９月までの期

間の標準報酬月額については、当該期間に係る当該源泉徴収簿によると、

事業主により給与から控除された厚生年金保険料額に相当する標準報酬月

額は、申立人のオンライン記録の標準報酬月額よりも高額となっているも

のの、当該月分の総支給額による報酬月額はオンライン記録の標準報酬月

額よりも同額ないし低額となっていることから、特例法による保険給付の

対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の給与からの控除について、確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年８月１日から同年 12 月１日まで 

             ② 昭和 42 年８月１日から同年 10 月１日まで 

  厚生年金保険被保険者記録では、Ａ株式会社Ｂ所において昭和 36 年

12 月１日に被保険者資格を取得したことになっているが、私が 41 年４

月に作成した履歴書には、同社に 36 年８月入社と記載してあるので、

厚生年金保険の被保険者資格取得日を 36 年８月１日に訂正してほしい。 

また、昭和 42 年 10 月１日にＣ株式会社において被保険者資格を取得

したことになっているが、同社には、同年８月に入社したので、同社で

の被保険者資格取得日を 42 年８月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人が保管していた昭和 41 年４月作成の

履歴書の写しから、申立人が申立期間当時、アルバイトとしてＡ株式会

社Ｂ所に勤務していたことがうかがえる。 

  しかしながら、申立期間当時、申立人と同様にアルバイトとして勤務

していた元同僚は、｢厚生年金保険には３か月の試用期間後の加入であ

ったと記憶している。私の場合、３か月の試用期間終了後から厚生年金

保険料が給与から控除されていた。｣と供述している上、アルバイトと

して勤務していた複数の元同僚も、「厚生年金保険に加入したのは、入

社後しばらくたってからであった。」と供述している。 

  また、申立人が保管している年金手帳によると、オンライン記録と同

日の昭和 36 年 12 月１日に、Ｄ地において、厚生年金保険被保険者資格

を取得したとの記載がある。 

  さらに、Ａ株式会社は、｢申立期間当時の資料が無いので、申立人の



  

雇用期間及び厚生年金保険の被保険者期間については不明である。｣と

回答している。 

  加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿に、申立人が申立期間において被保険者資格を取得した記録は確認で

きない上、同期間の整理番号に欠番は無い。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人はＣ株式会社に継続して勤務していたと

申し立てているが、申立人が保管している年金手帳によると、申立人は、

同社において厚生年金保険被保険者資格を喪失した、昭和 42 年 11 月１

日の直後である、同月６日に、申立期間②に係る国民年金保険料を納付

していることが確認できる。 

    また、申立期間当時、当該事業所において勤務していた元従業員二人

に照会したが、申立人については覚えていないとしている上、元事業主

から申立人に係る照会への回答は得られず、申立期間②に係る勤務実態

について確認することができない。 

  さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申

立人が申立期間において被保険者資格を取得した記録は確認できない上、

同期間の整理番号に欠番は無い。 

 

３ このほか、申立人が両申立期間において事業主により給与から厚生年

金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い

上、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6036 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年７月７日から 48 年７月 31 日まで 

厚生労働省の記録では、申立期間に係る脱退手当金が支給されたこと

になっているが、当該脱退手当金は請求しておらず、受給もしていない

ので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

「給・脱」欄の「脱」のところに脱退手当金が支給されていることを意味

する○表示が記されているとともに、脱退手当金の支給額に計算上の誤り

は無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は当時、通算年金制度について知らなかったと供述してお

り、申立人から聴取しても請求及び受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6037 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年９月５日から 41 年 10 月 26 日まで 

          ② 昭和 41 年 11 月 21 日から 43 年２月４日まで 

 平成 15 年に年金を請求した時、脱退手当金を受け取っていると知ら

されたが、私には受け取った覚えが無い。不審に思っていたところ、脱

退手当金の受給を確認するはがきが来たので、改めて調査をしてもらい

たいと思い、申立てをした。調査して、記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支

給されていることを意味する表示が記されているとともに、申立期間の脱

退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

   また、申立人に聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6038 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月 21 日から 43 年３月 21 日まで 

国（厚生労働省）からのはがきの記録では、Ａ株式会社に勤務してい

た申立期間が、脱退手当金支給済期間となっているが、私は、脱退手当

金を請求したことも支給を受けた記憶も無いので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に勤務していた事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿には、脱退手当金を支給したことを示す「脱」表示の記載があ

り、その支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間に係る厚生年金保険被

保険者資格喪失日（昭和 43 年３月 21 日）から約２か月後の昭和 43 年５

月 28 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

 また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6039 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年６月１日から 39 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 39 年 10 月５日から 41 年９月１日まで 

    厚生労働省の記録では、申立期間に係る脱退手当金が支給されたこと

になっているが、当該脱退手当金を請求しておらず、受給もしていない

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示があるとともに、株式会社Ａに係る資格喪失日

（昭和 41 年９月１日）から約２か月後の昭和 41 年 10 月 26 日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても請求及び受給した記憶が無いというほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6040 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年 10 月 25 日から 34 年６月１日まで 

             ② 昭和 36 年 10 月 25 日から 38 年５月１日まで 

    厚生年金保険の記録によれば、Ａ株式会社を退職後の昭和 38 年７月

30 日に申立期間に係る厚生年金保険の脱退手当金が支給されたことに

なっているが、この時期に脱退手当金を受け取った記憶が無いので、調

査の上、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ株式会社（Ｃ区）及びＡ株式会社に係る事業所別被保険者名

簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているととも

に、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立期間①の記録につい

て、「昭和 32 年９月 30 日切替」までの被保険者期間「24 か月」、標準

報酬合計額「150,000 円」と記され、「38.6.14 回答済」の押印が確認

できる。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 38 年

７月 30 日に支給決定されているなど、一連の事務手続に不自然さはうか

がえない。 

さらに、申立人は当時、通算年金制度を知らなかったと供述しており、

Ａ株式会社を退職後、昭和 59 年３月にＤ株式会社に係る被保険者資格を

取得するまでの期間、厚生年金保険の加入歴が無い申立人が脱退手当金を

受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても請求及

び受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6042 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年７月１日から 35 年２月 15 日まで

② 昭和 35 年８月 27 日から 36 年４月１日まで 

   兄の紹介で、Ａ所（Ｂ所）に就職し、昭和 34 年７月から 40 年３月末

まで勤務したが、厚生年金保険の加入は 35 年２月 15 日から同年８月

27 日までとなっている。（なお、36 年４月１日から 40 年３月末までは、

今回は申立てをしない。） 

同僚は勤務した全期間について厚生年金保険の加入記録があるとの

ことなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人及び複数の同僚の供述により期間の特

定はできないものの、申立人がＡ所（Ｂ所）に勤務していたことはうか

がわれる。 

しかしながら、適用事業所名簿により、Ａ所は、昭和 35 年２月 15 日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①当時は適用事業

所でなかったことが確認できる。 

また、Ａ所が適用事業所となった昭和 35 年２月 15 日に申立人を含む

８人が厚生年金保険被保険者資格を取得しているが、連絡先の判明した

４人に照会したところ、適用事業所になる前の厚生年金保険料控除につ

いては不明と供述している。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人及び複数の同僚の供述により申立人が



  

当該期間においてＡ所に勤務していたことはうかがわれる。 

しかしながら、Ａ所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同

所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 35 年２月 15 日に被保険者

資格を取得した申立人を含む８人のうち、同年３月 26 日に３人が資格

を喪失、同年５月 27 日に１人が資格を喪失、同年８月 27 日に申立人を

含む２人が資格を喪失していることが確認できる上、当該喪失届は同時

に行われており、当該記録に訂正、取消し、改ざんの形跡は無い。 

なお、昭和 35 年３月 26 日に資格を喪失した３人のうち２人は、36

年３月及び 38 年頃までＡ所に勤務していたと供述している。 

また、当時の同僚が名前を記憶している同僚で、当該事業所の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿に記録の無い者がいることが確認できる。 

 

  ３ さらに、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、事業主及び当時の事務長も死亡しているため、両申立期間におけ

る申立人の勤務実態及び保険料控除について確認することができない。 

 

  ４ 加えて、両申立期間について、事業主により、厚生年金保険料を給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料

も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6044 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29 年７月１日から 34 年５月１日まで 

 死亡した父親が、生前、「独立して事業を行う前に技術を身につける

ために 10 年くらいＡ株式会社に勤務していた期間の厚生年金保険被保

険者記録が無い。」と話していた。その期間のうちの一部がＢ所（名称

変更後は、Ｃ所）の名称での記録が判明した。期間の判明した事業所は、

父が勤務していた会社の名称とは相違しているのでそれ以前の期間につ

いてもＡ株式会社とは違う名称であったと思われる。申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 （注）申立ては、死亡した申立人の長女が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ所の同僚の供述により、申立期間において、当該事業所の前身である

Ｄ（個人事業所）に申立人が勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、上記同僚は、「自分は、Ｄの元事業主と一緒に同社を立

ち上げた。申立人の正確な入社日は記憶に無いが申立人は、他界した社長

が取引先であったＥから引き抜きＤの社員とした。当時、Ｄは個人経営で

あったが、Ｆの傘下に入り、社会保険の適用事業所となった。社会保険に

加入する前は健康保険料や厚生年金保険料などは控除していなかったと思

う。したがって、自分の厚生年金保険の記録も昭和 34 年５月１日からと

なっている。」と供述している。 

 また、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿により、当該事業所はＢ所

の名称で、昭和 34 年５月１日付けで健康保険厚生年金保険の適用事業所

となっており、申立期間当時は適用事業所ではないことが確認できる上、



  

当該事業所名簿及びオンライン記録において、申立人が主張する「Ａ株式

会社」、「Ｇ所」等の名称の厚生年金保険適用事業所は確認できない。 

さらに、Ｂ所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

元事業主は他界しているため、申立ての事実について供述を得ることがで

きない。 

加えて、厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿により、Ｂ所が厚生

年金保険の新規適用となった昭和 34 年５月１日付けで事業主、同僚６人

と連番で申立人の厚生年金保険被保険者記号番号が新たに付番されている

ことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

   

 

 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6045 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

    私は、高校卒業後に新卒としてＡ株式会社に入社した。その後、株式

会社Ｂに出向し昭和 49 年 10 月１日付けで転籍した。家の事情で、51

年８月に同社を退職したいと申し出たが引き伸ばされ、賞与をもらう３

日前の同年 11 月 30 日に退職したのに、当該申立期間における厚生年金

保険の加入記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ｂに昭和 51 年 11 月 30 日まで勤務していたと主張

しているものの、申立人の株式会社Ｂにおける離職日は、雇用保険の加入

記録により 51 年 10 月 31 日であることが確認できる。 

また、株式会社Ｂの事業所別被保険者名簿及びＣ会が保管している申立

人の厚生年金基金加入員台帳には、申立人の資格喪失日は昭和 51 年 11 月

１日と記録されており、オンライン記録と一致していることが確認できる。 

さらに、株式会社Ｂから提出された資料において、申立人の退社年月日

が昭和 51 年 11 月１日と記録されているところ、同社は、「この退社年月

日は退職日の翌日で記載しているので、申立人の退職日は 51 年 10 月 31

日である。」と回答している上、同僚に照会したものの、申立人の申立期

間の勤務について具体的な回答が無いことから、申立人の申立期間におけ

る勤務実態について確認することができない。 

加えて、オンライン記録及び国民年金被保険者名簿により、申立人は昭

和 51 年 11 月１日から国民年金の被保険者となり、同年 11 月分の国民年

金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除に



  

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


